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 中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づき、別紙の導入促進基本計画の

同意を得たいので協議します。 

 

 

  



別 紙 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

【地域の現状】 

若狭町（総面積 178.65 ㎢、人口 13,751 人（令和 5年 4月 1日現在））は、若狭

湾国定公園やラムサール条約指定湿地である三方五湖等の美しい自然景観に囲ま

れ、世界標準となった水月湖の年縞や日本遺産である鯖街道熊川宿等の豊かな歴史

文化を継承する地域であり、このような地域資源を活用した観光を主体とした町づ

くりを進めてきた。 

観光サービス業は、若狭町と美浜町に跨るレインボーラインの開通（昭和４３年）

により、観光客数が急増したことに伴い、旅館、民宿、飲食店や観光物販店が増加

し、観光地として発展をし、現在に至っている。 

 

【地域の課題】 

豊富な観光資源に加え、福井梅、瓜割名水、熊川葛、山内かぶら等の特産物や海

産物等の多くの観光資源を有しながらも、観光施策や情報発信に統一性がなく、地

域資源の魅力が十分に発信できていない。 

また、今日の多様化するニーズ、地域間競争の激化によって観光客数が減少し、

町内の産業や地域経済に深刻な影響をもたらしている。このような状況の中で、ど

のようにして小規模企業を維持発展させ、町の振興を図っていくのかが課題となっ

ている。 

 

（２）目標 

少子高齢化や若年層の流出による人手不足、働き方改革への対応等の影響により、

厳しい事業環境が続くことが予測される町内事業者に対し、積極的に生産性の高い

設備へ投資し、生産性の向上を図る取組ができる環境を提供し、競争力強化による

持続的発展に寄与することを目標とする。 

 

(目標件数) 

先端設備等導入計画認定件数  ６件（２年間） 

  

（３）労働生産性に関する目標 

  先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性が年率３％以上向上するこ

とを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

  若狭町の産業は、観光サービス業、農林水産業、製造業、各種サービス業と多岐



に渡り、多様な業種が町の経済や雇用を支えているため、これらの産業で広く事業

者の生産性向上を実現する必要がある。 

したがって、多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において

対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備

等すべてとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

対象地域は、町内全域とする。対象地域を広く設ける理由は、町内に広く先端設

備等の導入を後押しすることで、事業者の競争力強化による企業の持続的発展と町

内全体の振興を期待するためである。 

   

（２）対象業種・事業 

対象業種・事業は、限定しないものとする。 

対象業種・事業を限定しない理由は、業種・事業を問わず、広く先端設備等の導

入を後押しすることで、町内事業者の競争力強化による企業の持続的発展と雇用環

境の改善を図ることを期待するためである。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

  令和５年６月１１日から令和７年３月３１日までとする。 

計画期間は原則として２年間であるところ、町全体及び商工労働分野における施

策の方向性が会計年度等の始期である４月に切り替わることから、これらとの協

調・連動を図るため、本計画の終期を令和７年３月３１日とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

  ３年間、４年間、５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

① 人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇

用の安定に配慮する。 

② 公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては

先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮す

る。 

③ 町税完納者に限る。 

 


